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KANAKEI

総投資額は約15億円を予定。大和
田貢社長は「自動車やIoT、スマートフォ
ン、５Gなど、今や半導体は多岐にわた

る分野で使われるようになり、需要は向
こう５～10年は続きます」と分析する。

新工場の敷地面積は約6600平方

㍍。ここに鉄筋２階建ての工場を建設。
総床面積は約3300平方㍍になる見通
し。現工場で近く導入するNC旋盤や
マシニングセンタなども新工場に移し、
配管製作時の金属加工の機能を充実
させる。　

「当社は“ショッピングモール”のよう
な存在を目指しています。今や専門店
に買い物に出かけるよりも、何でもそろう
ショッピングモールで買い物します。（半

導体業界の）当社のお客さ
んだって同じです」と大和田
社長。外注に頼らず、自社
で何でもできるような体制
を進めていく。
■設備投資は「100％
の勝算」を

同社は1993年に４人でスタートした
企業。今や従業員８０人を抱え、世界的
に強い日本の半導体製造装置産業で、
基幹部品となる配管などを生産。有力
メーカーに納入する。

創業以来、大和田社長は「欲を出さ
ずガツガツしない」「投資は100％の

勝算があってこそ」といった姿勢を貫
く。

設備投資する場合でも、メーカーの
生産計画など、しっかりと情報収集した
上で決めているという。「むだなばくち
はしない。堅実でいることが大切です」
とも力説する。

明けましておめでとうございます。
今年こそは、基本的な感染予防をし
ていれば、海外にも行くことができる
ようになるようにと祈るばかりです。

新型コロナウイルスのオミクロン株
の拡大が完全に防がれているわけで
はありませんが、いくつかの国で
は、出入国の制限緩和の動
きが見られます。

現在、帰国することが困難
であるという理由で在留が
認められている外国人
や、技能実習の継続や
特定技能に移行してい
る外国人がたくさんい
ます。定期便の運行が軌道に乗って
くると、彼らの帰国ラッシュが始まるこ
とになります。

もう2年近く帰国できていない人も
多いので、帰省ができるなら、なんと
か帰国して家族と会いたいという外
国人もいるかと思います。

特に注意しなければならないのは、
技能実習生などとして来日し、5年を

経過しようとしている外国人です。彼
らの重要な帰国理由は、「厚生年金
保険の脱退一時金の請求」です。

日本に住所がないなどの要件を満
たしている場合に、脱退一時金の請求
ができるのですが、返還の請求ができ

るのは過去5年間なので、その前
後での帰国希望が増えること
になるかと思います。

支払われる金額も、もらっ
ていた給与によって多少変わ

りますが、数十万円単
位となるので、帰国希
望があれば、帰国させ
ることが必要です。

技能実習が修了した外国人を特定
技能として採用している企業もあるか
と思いますが、働き出してそれほど時
間がたたないタイミングで、「一時帰国
したい」ということになるかもしれませ
ん。急に一時帰国ということにならな
いように、しっかりコミュニケーションを
とっておくといいかと思います。　
 （のぞみ総研代表取締役）

■ほぼ文無しから一転
同社を率いる松谷昇一社長の前職は

コンビニエンスストアのオーナー。しか
し、家庭の事情で離れることになり、14
年前、40歳を過ぎたときに「ほとんど無

一文の状態」（松谷社長）で、アパートの
一室で創業した。趣味はハーレー。こ
れに関連したビジネスで生計を立てよう
とした。

ハーレーの本場・米国では、日本のよ
うな車検制度がない。そ
のため、現地の愛好家たち
は新車購入時から純正マフ
ラーを捨て、好みの音が出
るマフラーを装着する。販
売店では廃棄される純正
マフラーが積み上がってい
た。松谷社長は現地から
中古純正マフラーを仕入

れ、ヤフーオークションで販売。これが
ヒットし、1年後には移転。パーツ類の
ネット販売を本格化させた。

当時、まだ普及していなかったYou 
Tubeをフル活用。販売するパーツの
比較動画を紹介することで、実物や音
が確認できないネット販売の弱点を克服
した。その翌年には大規模ショッピング
センター内に実店舗を出すまでに急成
長した。

ハーレーの整備を始めるに当たり、ま
ず打ち出したのが料金体系の見える
化。従来の整備工場はチューニングな
どを頼んでも、最終的にいくらになるの
か、不明確なことが多く、納期も曖昧だっ
たからだ。「最初から価格が分かってい
ると、お客さんは納得します。商談も早
いです」と、松谷社長は明かす。

■社員へのインセンティブ充実
現在、整備のほか、パーツや関連グッ

ズなど計5000点ほどをネット販売する。

それを売るために、社員一人一人が同
社SNS内でページを持っており、商品を
頻繁に紹介している。会社全体のブロ
グPV数は月100万。「ブログが充実し
ていれば、キーワード検索時に何らかが
必ずヒットします。続けることが財産で
す」と松谷社長は語る。

ただ、ブログを強制していても続かな
い。そのため、社員には自分のページ
のアクセス数に応じ、インセンティブを支
払っている。これを“社内副業”と位置
付け、希望者が勤務時間外にやってい
る。また、社員が商品を提案し、それを
売ってきたら粗利の一部も還元。「イン
センティブ制度をしっかりすることで、社
員はより頑張れます」（松谷社長）。

■開発は2番手戦略、整備は分業制
オイルやカムなど、オリジナル商品も

30種類ほどある。ゼロから開発するリス
クは負わず、他社が先行発売したものを
研究し、グレードやコスト競争力を上げた

同様の商品を出す“2番手戦略”を採用
する。

一方、年間400台こなすインジェク
ションチューニングを可能にするのが、
スペシャリストによる分業制。各工程に
専門家を配置し、流れ作業にしている。
属人化を防ぐために、担当は定期的に
ローテーションで回す。

松谷社長は「コロナ禍で3密も回避で
きる理由もあり、バイクを趣味に持つ人
たちが増えています」と話しており、業績
もうなぎ上りという。たった一人で始め
たハーレーのビジネス。知恵を絞ること
でニッチトップを実現している。

高級バイク「ハーレーダビッドソン」のチューニングだけで、年間約400台やって
のける企業がある。横浜市金沢区幸浦に実店舗を構えるパインバレー（☎045・
309・6320）だ。従業員数15人の企業ながらも、チューニング台数は世界一とさ
れ、しかも、時代の波に乗って、パーツなどのインターネット通販を主力事業に成長
させる。「大きな設備投資をしなくても、知恵次第でトップになれる」ということを
具現化させた企業でもある。その手法は他業種であっても参考になりそうだ。

半導体製造装置用のガス供給装置製造、湘南テクノ（厚木市上依知、☎046・
245・9700）は、愛川町中津に新工場建設を検討する。今後も半導体製造装置
の世界的な需要増が続くと判断。内製化率を高め、顧客からの要求に迅速に応え
るのが狙い。同社は製造装置に組み込まれるステンレス製配管などを生産。配
管は国内最大規模となる年間１２万本を供給する。新工場は2023年3月着工、
同10月にも稼働させたい考えだ。

知恵次第、小さくても世界一
パインバレー、独自手法でニッチトップに

湘南テクノ、世界的需要増で検討

台湾ベンチャー企業、P-Square（新
竹市）は、施設内にいる個人を認識し、
その動きをリアルタイムでマップ上に表
示するＩｏＴシステムを開発した。「位
置決めソリューション」として展開してい
く。

Ｗｉ－Ｆｉやブルートゥー
スなどの通信機能が内
蔵された小型ビーコンを
身に着けてもらい、室内
に設置された複数の中

継点を経由して位置を発信する。ビー
コンは固定された設備にも設置できる。
同システムを使えば、現在、室内のどこ
に人にいて、どんな設備を使っているか
が一目瞭然で分かるようになる。

ビーコンは腕時計タイプや首かけタイ
プなどがあり、目的に応じて設計可能。
バイタルセンサーやＳＯＳを発信するセ
ンサーなども組み込める。UWB（超
広帯域無線通信）を使えば、30センチの精
度が出せるという。まずは導入企業か
ら施設の図面を提供してもらい、そこか

ら位置決めシステムを設
計していく。

同システムを導入する
病院では、患者の位置
や手術室の様子などを

把握しており、万が一、患者が一定の場
所から離れたり、敷地内を出たりすると
警報が鳴るようにカスタマイズした。一
方、工場では生産管理や安全管理に役
立っているという。記録装置の容量次
第だが、本人の行動履歴も残せる。
「日本市場での展開も見据えていま

す」と代表の郭倫嘉博士は話しており、
日本国内協業先を探す。
� （オンライン取材）
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台湾工業技術研究院（ＩＴＲＩ）との共同企画
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P-Square、位置決めソリューション展開
室内の個人の動き、リアルタイム表示

愛川に半導体装置部品の新工場


